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第１７期事業報告 

自 平成 29 年 4 月 31 日 

                             至 平成 30 年 3 月 31 日 

 

１．会社の現況 

 (1) 当事業年度の事業の状況 

  ①事業の経過及び成果  

    当期における我が国の経済の動向をみると、緩やかに回復している世界経済や

政府の経済政策（アベノミクス）の効果を背景に、個人消費の増加や輸出の増加

により緩やかな景気回復の動きが続いています。  

    本県経済についても、製造業の生産動向が、前年度からの持ち直しの動きがみ

られるほか、雇用情勢については、有効求人倍率の上昇が続いており、平成 29 年

12 月には、統計開始以降最高の 1.33 倍を記録しています。一方で、人口減少、

少子高齢化等により、多くの分野において、慢性的な労働者不足や、農林水産業

における繁忙期の労働力不足の問題が顕在化しています。 

 

    当社においては、当期は先行開業した目時八戸間開業１５周年の節目の年でし

た。沿線では、青森県立青森商業高校が旧青森戸山高校跡に移転、青森市役所の

駅前庁舎への移転により駅周辺の環境変化がありました。また、ＪＲ東日本が運

行するクルーズトレイン「ＴＲＡＩＮ ＳＵＩＴＥ四季島」が運行を開始し、３

泊 4 日及び２泊３日コースは当社線も走行するなど新たな展開を迎えました。  

また、大幅な伸びを示している県内の外国人旅行者に対応するため、青森県と

連携し主要駅へのＷｉ－Ｆｉの整備や、多言語での運行情報ディスプレイを設置

するなどサービス向上に取組みました。  

       

    安全対策については、平成２９年度青い森鉄道安全計画の安全方針に「安全の

確保」は最大の使命であることを掲げて取組みました。今後とも当社の最優先目

標である安全・安定輸送の確保のため、「安全は全てに優先する」を基本として

教育・訓練に取組みます。 

    安全・安定輸送の確保の取組として、プロパー社員の運転知識、技術力及び異

常時、災害時の対応能力のレベルアップを図り、列車運行への影響が最小限にな

るように努めました。 

 中期経営計画に基づく着実な収支改善を推進するため、旅客運輸収入の増加と

徹底した経費抑制による営業利益の確保に取組みました。また、フェリー等鉄道

以外の交通事業者との連携や、インバウンドへ対応した企画乗車券の発売、さら

には、沿線の観光施設と連携した企画乗車券の増売にも取組み、利用促進に努め

ました。 

 

以上のように、安全・安定輸送の確保と、お客さまから信頼され愛される鉄道 

を目指して様々な事業を展開いたしました。 
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その結果、当期の営業収益は６，１７１，８６９千円（税抜）、営業費は 

６，０３５，３０６千円（税抜）となり、営業利益は１３６，５６３千円となっ

ております。これに営業外損益等を計上した後の当期純利益は当初計画 

２０，５２９千円を４４，８７５千円上回る６５，４０４千円で、７期連続の黒

字となりました。 

なお今期は、第三種鉄道事業者である青森県に対し開業以来初めて線路使用料

を全額支払い、県からの減免措置を受けずに黒字達成いたしました。 

    

  ②設備投資の状況 

     当期に実施した設備投資の総額は２２６，８６７千円であり、その主な内容は      

   次のとおりです。  

   ・軌道モーターカー（リース資産）    １０８，０００千円 

   ・保線設備管理システム一式（リース資産） ７８，０００千円  

   ・７０１系乗務員デジタル無線機等     ２８，１２５千円 

  

 

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況                                         

区   分 

 

平成26年度 

(第14期) 

平成27年度 

(第15期) 

平成28年度 

(第16期) 

平成29年度 

(第17期) 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

営 業 収 益 5,579,366千円 5,367,890千円 6,282,637千円 6,171,869千円 

経 常 利 益 14,362千円 34,285千円 36,433千円 124,832千円 

当 期 純 利 益 2,446千円 10,496千円 3,142千円 65,404千円 

１株当たり当期

純利益 

42円 

18銭 

180円 

97銭 

54円 

18銭 

1,127円 

66銭 

総   資   産 4,372,515千円 4,280,408千円 4,941,128千円 5,266,257千円 

純   資   産 2,539,132千円 2,549,629千円 2,600,331千円 2,665,735千円 

１株当たり純資

産額 
43千円 43千円 44千円 45千円 
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 (3) 対処すべき課題  

  ①基本方針  

    経営理念に掲げる弊社の使命を認識し、安全で安定した旅客輸送を第一に、沿線  

地域の足としての利便性を確保しつつ効率的な事業運営を行います。  

平成３０年度は、中期経営計画（平成２８年度～平成３２年度）の３年目となり  

ます。事業収支の黒字達成及び青森県への線路使用料全額支払いの継続に向けて更  

なる収支改善に努めるとともに、今後予定されている消費税改定などの社会経済情  

勢の変化に的確に対応し、安定した経営の確立に社員一丸となって取組みます。  

 

②重点的に取組む事項 

   ア 安全・安定輸送の確保  

     鉄道事業者としての最大の使命である「安全・安定輸送」に社員一丸となって  

取組み、開業以来の「鉄道運転無事故」を継続します。  

冬期間の除雪体制を継続し、安全計画に基づいた教育訓練、異常時における対  

応のスキルアップ、地域や関係団体との訓練会の開催や効率的な車両更新の検討  

など、お客様にいつでも安心してご利用いただける鉄道を目指します。        

   イ 中期経営計画に基づく着実な収支改善の推進  

     事業収支における黒字達成、青森県への線路使用料の全額支払いに向けて、  

    営業力の強化及び沿線地域の足としての利便性確保を図りながら一人でも多く  

    のお客様に御利用いただけるよう、魅力的な商品づくりや社員一人一人が経営改  

善への意識を持って取組みます。      

   ウ 沿線地域等との連携強化による利活用促進  

     県や沿線市町、青い森鉄道線利活用推進協議会等と連携し、沿線地域の魅力を  

掘り起こし、地域活性化に向けた取組みを進めます。また、情報発信力の強化  

を通じて、県内外からのお客様の獲得やインバウンド（訪日外国人旅行）への対  

応を強化し、多くの皆様に利用される鉄道を目指します。      

   エ 人材確保と人材育成の取組み  

     雇用環境の状況を的確にとらえ、積極的な採用活動の展開による人材の確保  

や社員教育の強化により、環境の変化に柔軟に対応できる人材の育成を図りま  

す。  

 

 (4) 主要な事業内容 

   当期の当社の事業は、旅客鉄道事業及び附帯事業です。 

   ①旅客鉄道事業 

     旅客鉄道事業の営業キロは、目時・青森間１２１．９㎞、駅数は２７駅です。 

     車両は７０１系電車を１８両（９ユニット）及び７０３系電車２両（１ユニ 

   ット）を保有し、また７０３系電車２両（１ユニット）をリースしています。 

     青い森鉄道の列車は、１日９３本、うち快速列車１０本を運行し（注）、ＩＧ

Ｒいわて銀河鉄道（盛岡駅～目時駅間を経営）やＪＲ八戸線、ＪＲ大湊線との直

通運転も行っております。  

     （注）平成３０年３月１７日ダイヤ改正後の運行本数であり、運転日が限られるリ           

ゾートあすなろ等の臨時列車を除いています。 

     

  ②附帯事業 

    附帯事業として、鉄道施設を所有する青森県から指定管理者の指定を受け、線     

路等、鉄道施設の保守管理を行うとともに、駅構内の利活用スペースの使用許可     

等業務を行っているほか、旅行業及び物販事業を行っています。  

 



- 4 - 

 

 

  (5) 主要な営業所 

  ①本社  青森県青森市篠田一丁目６番２号 

  ②開業日 平成１４年１２月１日（目時駅～八戸駅間） 

       平成２２年１２月４日（八戸駅～青森駅間） 

  ③駅   目時駅【三戸町】 

       三戸駅、諏訪ノ平駅、剣吉駅、苫米地駅【南部町】 

       北高岩駅、八戸駅、陸奥市川駅【八戸市】 

       下田駅、向山駅【おいらせ町】 

       三沢駅【三沢市】 

       小川原駅、上北町駅、乙供駅、千曳駅【東北町】 

       野辺地駅【野辺地町】 

       狩場沢駅、清水川駅、小湊駅、西平内駅【平内町】 

       浅虫温泉駅、野内駅、矢田前駅、小柳駅、東青森駅、筒井駅、青森駅  

【青森市】 （有人駅１１駅、無人駅１６駅）  

  ④管理所 運輸管理所【青森市】、運輸管理所八戸派出【八戸市】 

       設備管理所【青森市】、設備管理所八戸派出【八戸市】 

  ⑤その他 青い森たびショップ三沢【三沢市（三沢駅構内）】 

       青い森たびショップのへじ【野辺地町（野辺地駅構内）】 

 

 

  (6) 従業員の状況（平成３０年３月３１日現在） 

区 分 人 員 平均年齢 平均勤続年数 

男 子 ２７８名 ４３．８歳 ５．８年 

女 子 ４４名 ３５．０歳 ５．６年 

合 計 ３２２名 ４２．６歳 ５．８年 

 （注）上記には東日本旅客鉄道株式会社からの出向社員１００名、日本貨物鉄道株式   

   会社からの出向社員１名を含んでおります。  
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２．株式の状況 

  (1) 発行済株式の総数            ５８，０００株 

      普通株式                        ５７，０００株 

      優先株式                          １，０００株 

  (2) 株主数                            ２３名 

  (3) 株主の状況 

                                                       （単位：株、％） 

 出   資   者 持  株  数 議決権比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普 

 

 

 

通 

 

 

 

株 

 

 

 

式 

 

 

 

 

 

 

  青 森 県         ３９，９０６ ６８．８０ 

 

 

市 

 

  

 

  

  

町 

 

 

青 森 市         ４，４２４        ７．６３ 

八 戸 市         ３，７８２       ６．５２ 

三 沢 市         ５６８        ０．９８ 

平 内 町         ４３６        ０．７５ 

野 辺 地 町         ３４０        ０．５９ 

六 戸 町         １５０        ０．２６ 

東 北 町         ５６０       ０．９７ 

お い ら せ 町         ４９２        ０．８５ 

七 戸 町         １７４        ０．３０ 

三 戸 町         ２０４        ０．３５ 

南 部 町         ４２４        ０．７３ 

  小       計 １１，５５４ １９．９２ 

 

 

民 

 

間 

 

企 

 

業 

 

株式会社青森銀行 ６００ １．０３ 

株式会社みちのく銀行 ６００ １．０３ 

東京電力ホールディングス株式会社 ４００ ０．６９ 

東北電力株式会社 ４００ ０．６９ 

日本貨物鉄道株式会社 ２，０００ ３．４５ 

日本風力開発株式会社 ６００ １．０３ 

株式会社ダイドー青森 ３００ ０．５２ 

株式会社明電舎 ２４０ ０．４１ 

大同信号株式会社 ２００ ０．３４ 

株式会社京三製作所 ２００ ０．３４ 

    小      計 ５，５４０ ９．５５ 
優先 

株式 

民間 

企業 

東京中小企業 
  投資育成株式会社 １，０００ １．７２ 

        合      計 ５８，０００ １００．００ 
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３．会社役員の状況 

  (1) 取締役及び監査役の状況（平成３０年３月３１日現在） 

役 職 名 氏   名 常勤・非常勤の別 重要な兼職の状況 

代表取締役社長 千 葉 耕 悦 常   勤  

取  締  役 小  友   誠 常   勤 当社運輸部長  

取  締  役 原 田 啓 一 非 常 勤 青森県企画政策部長 

取  締  役 小野寺 晃 彦 非 常 勤 青森市長 

取  締  役 小 林  眞 非 常 勤 八戸市長 

取  締  役 種 市 一 正 非 常 勤 三沢市長 

取  締  役 蛯  名   鉱  治  非 常 勤 東北町長 

取  締   役 船 橋 茂 久 非 常 勤 平内町長 

取  締  役 工 藤 祐 直 非 常 勤 南部町長 

取  締  役 土 井 広 治 非 常 勤 日本貨物鉄道㈱東北支社長 

取 締 役        蒔 苗  均  非 常 勤 
青森県企画政策部新幹線・並行在
来線調整監 

取  締  役 和 田 喜代人 非 常 勤   

監  査  役 立 澤 康 彦 常   勤  

監  査  役 中 谷 純 逸 非 常 勤 野辺地町長 

監  査  役 松 尾  和 彦 非 常 勤 三戸町長 

（注）1．取締役（前東北町長）斗賀壽一氏は、平成２９年４月２３日に辞任により 

退任しました。 

取締役（前日本貨物鉄道㈱東北支社長）飯田聡氏は、平成２９年６月２１日   

に辞任により退任しました。 

2．取締役原田啓一氏、小野寺晃彦氏、小林眞氏、種市一正氏、蛯名鉱治氏、 

船橋茂久氏、工藤祐直氏、土井広治氏、蒔苗均氏、和田喜代人氏は、社外取   

締役であります。 

3．監査役立澤康彦氏、中谷純逸氏、松尾和彦氏は、社外監査役であります。 

 

 

  (2) 取締役および監査役に支払った報酬額等の総額 

区  分 支給人員 支 給 額 摘  要 

取 締 役 ２名 １７，４００千円  

監 査 役 １名 ２，４００千円  

合  計 ３名 １９，８００千円  

  （注）1．平成２３年６月３０日開催の第１０回定時株主総会において、取締役の報       

酬限度額は年額３２，０００千円以内、平成２２年６月２５日開催の第９  

回定時株主総会において、監査役の報酬限度額は年額２，５００千円以内  

と決議いただいております。  

         2．期末現在の人員は、取締役１２名、監査役３名であります。支給人員と相       

違しているのは、無報酬の非常勤取締役１０名、非常勤監査役２名が存在

しているためであります。  
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４．会計監査人の状況 

   名 称   青森監査法人  

 

 

５．会社の体制および方針 

  当会社が会社法及び会社法施行規則に基づき、業務の適正を確保するための体制整  

備について取締役会で決議した内容は次のとおりであります。 

  (1) 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

      役職員が法令・定款及び会社規範を遵守した行動をとるための行動規範として、    

総務部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中  

心に役職員教育等を行う。これら行動は定期的に取締役会及び監査役会に報告する  

ものとする。  

 

  (2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

   文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以    

下、文書等という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は文書管理規程により、    

常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。  

 

  (3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   環境、災害、サービス、情報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれ    

の担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配    

布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が   

行うものとする。  

 

  (4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   取締役会または代表取締役は、社員が共有する全社的な目標を定め、代表取締役    

はその目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配・意志決定ルール    

に基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定め、定期的に進捗状況を再調査    

し、改善を促すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築    

する。 

 

  (5) 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に    

関する体制並びにその使用人の取締役会からの独立性に関する事項 

   監査役は、随時、総務部総務課員に監査業務に必要な事項を命令することが   

できるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた社員はその命令に関し   

て、取締役、管理職等の指揮命令を受けないものとする。  

 

  (6) 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に    

関する体制 

   取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社に重大な影    

響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通    

常状況及びその内容をすみやかに報告する体制を整備する。 

 

  (7) その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

   監査役と代表取締役社長との間の定期的な意見交換の機会を設ける。 

 

 

 注：本事業報告書中記載の金額については、表示単位未満の端数を切り捨てて表示し 

  ております。
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青い森鉄道株式会社                                  

 

 



(単位：千円)

(資産の部) (負債の部)

流動資産 ( 3,924,363 ) 流動負債 ( 1,797,234 )

現金及び預金 3,316,749 リース債務 75,292

未収運賃 89,067 未払金 1,556,011

未収金 462,404 未払法人税等 46,772

商品 3,055 未払消費税等 6,319

貯蔵品 23,770 預り連絡運賃 18,196

前払費用 2,319 預り金 2,624

繰延税金資産 26,368 前受金 6

その他流動資産 629 前受運賃 46,546

賞与引当金 45,464

固定資産 ( 1,341,893 ) 固定負債 ( 803,287 )

鉄道事業固定資産 1,070,023 リース債務 496,828

付帯事業固定資産 248,477 退職給付引当金 182,139

投資その他の資産 23,392 役員退職慰労引当金 6,300

　　繰延税金資産 20,878 特別修繕引当金 118,020

　　出資金 100

　　保証金 2,396 負債合計 2,600,521

　　長期前払費用 18 (純資産の部)

株主資本

　　資本金 2,900,000

　　利益剰余金 △ 234,264

繰越利益剰余金 △ 234,264

純資産合計 2,665,735

5,266,257 負債純資産合計 5,266,257

貸 借 対 照 表

 (平成30年3月31日現在)

科          目

資産合計

科          目金額 金額

- 1 -



(単位：千円)

鉄道事業

営業収益 2,303,249

営業費 2,173,258

営業利益 129,990

付帯事業

営業収益 3,868,620

営業費 3,862,048

営業利益 6,572

全事業営業利益 136,563

営業外収益

受取利息 162

雑収入 2,243 2,406

営業外費用

支払利息 14,062

商品廃棄損 34

雑損失 40 14,137

経常利益 124,832

税引前当期純利益 124,832

法人税、住民税及び事業税 54,399

法人税等調整額 5,029 59,428

当期純利益 65,404

科　　　　　　　　　　目

損 益 計 算 書

自　平成29年4月 1日

至　平成30年3月31日

- 2 -



(単位：千円)

利益剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 2,900,000 △ 299,668 △ 299,668 2,600,331 2,600,331

当期変動額 0 0 0 0 0

　当期純利益 0 65,404 65,404 65,404 65,404

　当期変動額合計 0 65,404 65,404 65,404 65,404

当期末残高 2,900,000 △ 234,264 △ 234,264 2,665,735 2,665,735

株主資本等変動計算書

自　平成29年4月 1日

至　平成30年3月31日

利益剰余金
合計

資本金
株主資本
合計

純資産合計

株主資本

- 3 -
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個別注記表 

 

１． 重要な会計方針に関する注記 

 

   （１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び貯蔵品…最終仕入原価法による原価法 

   （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により

算定） 

   （２）固定資産の減価償却の方法 

           有形固定資産 

建物及び車輛（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

        構築物 

          平成28年4月1日以後に取得したものについては定額法によっております。 

建物、構築物及び車輛以外（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

リース資産 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

・リース取引（以下、「所有権移転外ファイナンス・リース取引」という）

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

無形固定資産 

ソフトウェア…定額法によっております。 

   （３）引当金の計上基準 

賞与引当金････････従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。 

退職給付引当金････従業員の退職給付に備えるため、自己都合による期末退職給与要支

給額の１００％を計上しております。 

役員退職慰労引当金･･･役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職金規程に基づ

く期末要支給見込額の１００％を計上しております。 

特別修繕引当金･･･鉄道車両の装置保全、車体保全等に要する定期修繕費用の支出に備

えるため、発生費用見込額を期間配分し、当期対応額を計上してお

ります。 

   （４）消費税等の会計処理 

           税抜方式によっております。 
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２．貸借対照表に関する注記                              

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 1,688,078千円 

（２） 鉄道事業固定資産  

  有形固定資産 1,069,295千円 

建   物 275千円 

機械装置 4,351千円 

車   両 753,293千円 

工具器具備品 38,273千円 

リース資産 273,102千円 

無形固定資産 728千円 

計 1,070,023千円 

（３） 付帯事業固定資産  

有形固定資産 248,477千円 

 建   物 4,477千円 

工具器具備品 75千円 

リース資産 243,923千円 

計 248,477千円 

                                                                                                                                                   

      

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の数 普通株式 57,000株 

優先株式  1,000株 

計       58,000株 

 

４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の原因は以下の通りです。 

（単位：千円） 

 当期首残高 当期末残高 

流動資産 

（１）減価償却超過額 

（２）一括償却資産 

（３）賞与引当金 

（４）未払事業税 

（５）退職給付引当金 

（６）特別修繕引当金 

26,218 

285 

1,264 

13,597 

4,803 

- 

6,269 

26,368 

264 

1,223 

13,848 

4,702 

- 

6,330 

固定資産 

（１）減価償却超過額 

（２）一括償却資産 

（３）賞与引当金 

（４）未払事業税 

（５）退職給付引当金 

（６）特別修繕引当金 

26,057 

692 

941 

- 

- 

1,148 

23,276 

20,878 

253 

281 

- 

- 

1,125 

19,219 

合計 52,275 47,246 
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５．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資産運用については主に短期的な預金によっております。資金調達の予定はあ

りません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成30年3月31日における金融商品の時価及び差異については次の通りです。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金預金 

（２）未収運賃 

（３）未収入金 

3,316,749 

89,067 

462,404 

3,316,749 

89,067 

462,404 

－ 

－ 

－ 

資産計 3,868,221 3,868,221 － 

（４）未払金 

（５）前受運賃 

（６）リース債務 

（短期及び長期） 

1,556,011 

46,546 

572,120 

1,556,011 

46,546 

570,882 

－ 

－ 

▲1,237 

 

負債計 2,174,677 2,173,440 ▲1,237 

  （１）現金預金、（２）未収運賃、（３）未収入金 

これらは、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（４）未払金、（５）前受運賃 

これらは、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（６）リース債務（短期及び長期） 

元利金の合計額を資本還元率によって割り引いて算定する方法によっております。 

 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

                                      （単位：千円） 

属性 名称 議決権

の被所

有割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

（注３） 

期末残高 

科目 金額 

（注３） 

主要 

株主 

 

青森県 

（注１） 

直接 

68.8% 

 

当社路線線

路、本社屋、

駅及び設備

管理所並び

に各所設備

の所有、保守

管理 

当社路線線

路、本社屋、

駅及び設備

管理所並び

に各所設備

の使用 

448,044 

 

未払金 483,888 

指定管理者

制度に基づ

く青森県が

所有する当

社路線線路、

の保守管理 

3,803,778 未払金（注２） 131,437 

  （注１）取締役原田啓一氏は青森県企画政策部長、蒔苗均氏は青森県企画政策部新幹線・並行在来線調整監であります。 

（注２）指定管理者契約に基づき、当事業年度の実績により受領済みの委託料の一部を返還することとしています。 

（注３）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 

 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 45,960円96銭 

１株当たり当期純利益 1,127円66銭 

 

 

８．その他の注記 

   計算書類は千円未満切り捨てで表示しております。 


